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Schulte, Die Kostenentscheidung bei der Aufrechnung durch den Beklagten im Zivil-








被告が４分の３を負担することになる。vgl., Frank, Anspruchsmehrheiten im Streit-
































との分担となる。民訴法 61 条（ZPO91 条に相当する。）による敗訴者として，原告が
全面的に訴訟費用を負担すべきという見解は，わが国においては主張されていない。
⑶ BGHZ59, 17. この判例の詳細については，拙稿「訴訟上相殺の訴訟費用化について」
愛大 189号（2011 年７月）99頁，（116頁以下）参照。
⑷ ドイツの代表的体系書である Rosenberg/Schwab/Gottwald, ZPR, 17. Aufl., 2010,








連邦通常裁判所民事大部 1972 年５月 16 日決定が，相殺の合算を否定す
る前は，連邦通常裁判所第５部の 1954 年 11 月 30 日決定（WM1955, 192）
が相殺の合算を否定した後，第２部の 1967 年６月１日判決（BGHZ48, 212）
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⑽ KG, Urt. v. 4. 3. 1976, MDR1976, 846.






























⑿ Bettermann, Beschwer und Beschwerdewert, Streitwert und Kostenverteilung bei
derProzeßaufrechnung, NJW1972, 2285, (2288).
⒀ Frössler, Die Kostenentscheidung bei durchgreifender Hilfsaufrechnung,
NJW1973, 837.





⒁ Frössler, Fn. 13, (838).
































⒃ Frössler, Fn. 13, (838).
⒄ Frössler, Fn. 13, (838).
⒅ 拙稿，注３，99頁（110∼111頁）を参照されたい。































































































 Junglas, Forderungsmehrheiten in der Prozessaufrechung, 2012, S. 319f.



























 Baumbach/Lauterbach/hartmann,, Fn. 9,§91, Rdnr. 24, 25. Wieczorek/Schütze/
Steiner, Fn. 9,§91, Rdnr. 5 も同趣旨を根拠とする。
 Schellhammer, Fn. 9, Rdnr. 781.
 Schellhammer, Fn. 9, Rdnr. 781.
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! OLG Köln, Urt. v. 13. 11. 1981, MDR1982, 941.
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" Bettermann, Fn. 12, (2288).
なお，複数反対債権による相殺の場合（例えば，1000DMの訴求債権に対し３つの
1000DMの反対債権による相殺が主張された場合），以下のようになるという（Bet-






















































# Bettermann, Fn. 12, (2288).
$ Lappe, Justizkostenrecht, 2. Aufl., 1995, S. 30.
% BGHZ59, 17. この判例の詳細については，拙稿「訴訟上相殺の訴訟費用化について」
愛大 189号（2011 年７月）99頁，（116頁以下）参照。
& Frössler, Fn. 13, 837. 同頁で，訴訟費用係争額は国庫および弁護士の手数料利益に
関係するものであるのに対し，正しい法発見供与の利益は問題とならない（すなわち，
訴訟費用負担の裁判は当事者利益に関係する）と述べている。


































* Schulte, Fn. 1, (14).
である。
相殺の場合も同じように扱うべきであろう。合算が認められるか否かに
かかわらず，訴訟費用の分担を認めるべきあろう。相殺の場合，訴訟費用
化されていない点で，反訴と異なる。しかし，訴訟費用化されているか否
かにかかわらず，相殺の場合も本訴請求の存在が認められている限り，被
告は敗訴していることにかわりはない。
４ 結 語
被告が，主位的には原告が主張する訴求債権を争いつつ，予備的に争い
のある反対債権でもって相殺を主張した場合において，裁判所は訴求債権
と反対債権の両者の存在を認め，請求棄却判決を下した場合において，訴
訟費用の負担はどのようになされるのか，すなわち原告が全部負担するの
か，あるいは原告と被告の両者が半分ずつ負担するのかの問題について，
訴訟費用の分担を否定するカンマー・ゲリヒツ 1976 年３月４日の判決を
中心に，① 原告は敗訴者であるとすることの適否（否定），② 原告によ
る反対債権調査義務（原告の相殺義務）の存在の適否（否定）
(42)
，③ 相殺
の遡及効，④ 機会の平等の観点から検討した。
訴求債権と反対債権の両債権の存在が認められる場合，原告と被告が一
部勝訴者であり，かつ一部敗訴者でもあるから，訴訟費用は各自において
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+ この観点がもっとも悩んだ問題である。民法上，相殺と本来の給付について債権者
の選択権があることは，否定できないとしても，訴訟上も同様な結論が妥当であるか
は，別の問題であるからである（より簡単な救済方法の存在が権利保護の必要を失わ
せないか）。本稿では，権利保護の必要を否定する見解には与せず，民法上の選択権は，
訴訟上貫徹されても，特別の困難は生じないと考え，原告（債権者）の裁判外の相殺
義務は存在しないと解した。
分担されるべきであるとの結論に達した。
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